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（借）負 債 300 （貸）資 産 800
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 30
利益剰余金当期首残高 170
利益剰余金（連結除外） 200（※41）

（※41）ｎ３年度当期純利益200

（ⅵ）売却前持分の評価および非支配持分の振戻し

連結除外年度であるｎ３年度までに計上されたＡ社の当期純利益を取得
後利益剰余金として計上し、そのうち売却前の親会社持分額を投資の修正
額としてＡ社株式に加算します。のれんの償却についても修正します。

ａ．IFRS

（借）子 会 社 株 式 240（※43） （貸）利益剰余金当期首残高 80（※42）

非 支 配 持 分 40（※40） 利益剰余金（連結除外） 200（※41）

（※42）ｎ２年度子会社当期純利益100×親会社持分比率80％＝80

（※43）（ｎ２年度子会社当期純利益100＋ｎ３年度子会社当期純利益200）

×親会社持分比率80％＝240

ｂ．日本基準

（借）子 会 社 株 式 184（※45） （貸）利益剰余金当期首残高 52（※44）

非 支 配 持 分 40（※40） 利益剰余金（連結除外） 200（※41）

の れ ん 28（※33）

（※44）ｎ２年度子会社当期純利益100×親会社持分比率80％－ｎ２年度の

れん償却額28＝52

（※45）（ｎ２年度子会社当期純利益100＋ｎ３年度子会社当期純利益200）

×親会社持分比率80％－（ｎ２年度のれん償却額28＋ｎ３年度のれ

ん償却額28）＝184



４章◆資本連結はこのように行なう　131

（ⅶ）子会社株式の売却損益の修正

Ａ社株式の投資の修正額のうち、売却持分に対応する部分を株式売却益
から控除します。

ａ．IFRS

（借）子会社株式売却益 87.5（※35） （貸）子 会 社 株 式 210（※46）

子会社株式売却損 122.5（※47）

（※46）※43×（70％÷80％）＝210

（※47）差額

ｂ．日本基準

（借）子会社株式売却益 87.5（※35） （貸）子 会 社 株 式 161（※48）

子会社株式売却損 73.5（※49）

（※48）※45×（70％÷80％）＝161

（※49）差額

（ⅷ）Ａ社株式の帳簿価額への修正

Ａ社は株式売却により、連結子会社でも関連会社でもなくなったため、
親会社の個別の貸借対照表の帳簿価額により評価します。そのため、売却
後のＡ社株式に含まれる投資の修正額を取り崩して、利益剰余金に振り替
えます。

ａ．IFRS

（借）利益剰余金（減少高） 30 （貸）子 会 社 株 式 30（※50）

（※50）※43－※46＝30

ｂ．日本基準

（借）利益剰余金（減少高） 23 （貸）子 会 社 株 式 23（※51）

（※51）※45－※48＝23
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清算に関する取引を消去する

1.	 子会社の清算
子会社の業績が悪化した場合や事業から撤退する場合に子会社を清算す
ることがあります。会社の清算とは、会社を解散し、清算人が会社の権利
や義務を処理したうえで残余財産を株主等に分配する手続きをいいます。
子会社を清算する場合には、親会社が当該子会社の債務を弁済すること
があり、親会社の個別の損益計算書に子会社に対する債権の貸倒償却損や、
関係会社株式の評価損から構成される「子会社清算損」「子会社整理損」
などの勘定科目が計上されます。
個別の損益計算書に子会社の清算損が計上される場合には、すでに過去
の連結財務諸表で当該損益が計上されていることがあるため、連結上で修
正することがあります。連結上で修正した結果、連結財務諸表に子会社清
算損が計上されないことがあります。これは、子会社の財務諸表を単純合
算することにより、前期以前の損失については利益剰余金に取り込まれ、
当期の損失については連結包括利益計算書に含まれているためです。

▪設例4－17　子会社を清算した場合

前提条件

⑴　親会社はｎ１年度末に300出資して、100％子会社Ａを設立した。
⑵　Ａ社の純資産の部：ｎ２年度　資本金300　利益剰余金△200
⑶　ｎ３年度のＡ社の当期純利益は100である。
⑷　親会社はＡ社の業績が改善しないことから、ｎ３年度期首にＡ社を清
算することを決議し、ｎ３年度中に清算結了した。

子会社を清算すると 
どうなるのか13以上の仕訳を合計すると、次の図表4－22、図表4－23のようになり

ます。
◉図表4－22　一部売却時の勘定科目の集計（IFRS）

親会社 子会社

項目 子会社
株式

子会社
株式売却
損益

資産 負債 資本金 資本
剰余金

利益
剰余金
期首残高

のれん 非支配
持分

非支配持分
に帰属する
当期純利益

利益剰余金
（連結除外）

個別金額 37.5 87.5 800 300 100 30 170
開始仕訳 −300 −100 −30 −90 140 60
当期純利益の按分 40 40
開始仕訳の振戻し 300 100 30 90 −140 −60
個別貸借対照表の除外仕訳 −800 −300 −100 −30 −170 −200
売却前持分の評価及び非支配持分の振戻し 240 80 −40 200
子会社株式の売却損益の修正 −210 −210
子会社株式の帳簿価額の修正 −30 −30

連結仕訳合計 0 −210 −800 −300 −100 −30 −90 0 0 40 −30
連結計上金額 37.5 −122.5 0 0 0 0 80 0 0 40 −30

◉図表4－23　一部売却時の勘定科目の集計（日本基準）
親会社 子会社

項目 子会社
株式

子会社
株式売却
損益

資産 負債 資本金 資本
剰余金

利益
剰余金
期首残高

のれん 非支配持分
非支配持分
に帰属する
当期純利益

のれん
償却額

利益剰余金
（連結除外）

個別金額 37.5 87.5 800 300 100 30 170
開始仕訳 −300 −100 −30 −118 112 60
当期純利益の按分 40 40
のれん償却 −28 28
開始仕訳の振戻し 300 100 30 118 −112 −60
個別貸借対照表の除外仕訳 −800 −300 −100 −30 −170 −200
売却前持分の評価及び非支配持分の振戻し 184 52 28 −40 200
子会社株式の売却損益の修正 −161 −161
子会社株式の帳簿価額の修正 −23 −23

連結仕訳合計 0 −161 −800 −300 −100 −30 −118 0 0 40 28 −23
連結計上金額 37.5 −73.5 0 0 0 0 52 0 0 40 28 −23


